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資料１



　　平成31年度の地域医療構想の推進に向けた取組について

　団塊の世代が後期高齢者となる2025年における医療需要に見合った医療提供体制を確保
するため、2025年の医療需要と患者の病態に応じた病床（※）の必要量を推計した地域医
療構想を策定（高知県：2016年12月）
　　※4つの医療機能別（高度急性期、急性期、回復期、慢性期）＋ 在宅医療

対策のポイント
　・各医療機関は、地域の実情や将来を把握したうえで自主的に今後の方針を策定し、機能分化を進める。
　・県は、各医療機関の今後の方針の決定や機能分化の取り組み等を支援する。

■病床数（10万人当たり）は全国1位　うち療養病床も、全国平均の約2.5倍で全国1位　
　ただし、その他の高齢者向け施設は全国下位　6施設全体の合計では全国16位

＜現状の病床＞

地域の実情に応じた医療提供体制の構築を推進し、一人ひとりにふさわしい療養環境の確保とQOLの向上を目指す

地域医療構想とは■介護療養病床の廃止（2023年）を踏まえ介護医療院等への転換支援が必要
■急性期、慢性期は過剰であるが、回復期は不足しており転換支援が必要
■地域によっては必要な医療提供体制が確保されることを前提としながら、病床の
　ダウンサイジングを希望する医療機関に対しては支援が必要
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　将来の医療需要に応じた医療提供体制の構築に向け、医療機関が
実施する病床転換への支援や、療養病床から介護医療院等への転換
の支援を通じて、患者のＱＯＬの向上を目指す  
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【高齢者向け６施設の病床数等】 （75歳以上人口千人当たり） ※括弧書きは全国順位

療養病床が全国の2.5倍　(1)

36.4%

【療養病床入院患者の相応しい施設】

＜病院の退院支援担当者の意見＞ 

「療養病床（介護療養を含む）の入院患
者のうち、36.4 ％は療養病床以外の施
設が相応しい。」

■患者の意向に沿った療養環境の確保

※出典 H27高知県療養病床実態調査結果（医療療養・介護療養）

      出典：平成27年３月18日地域医療構想策定ガイドライン等に関する検討会資料
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　　地域医療構想の推進に向けた支援策について

地域地域において2025年のあるべき医療提供体制を構築

医療機関の自主的な取組を検討段階から体制整備の段階まで積極的に支援

医療機関において今後の
自院の方針の検討・決定

地域医療構想調整会議
での協議及び合意

病床の転換に向けた改修や
ダウンサイジングの実行

○介護医療院等への転換に向けたセミナーの開催
○個別医療機関との意見交換の実施
　 介護医療院や不足する病床機能への転換に向けた経営シミュレーション等への支援　
   複数の医療機関等の連携の在り方や地域医療連携推進法人への設立に向けた検討の支援   

○高齢者のQOLの向上を目指した、介護医療院等への転換のための施設改修等への支援
○南海トラフ地震対策等の防災対策上の観点も踏まえた耐震化等整備への上乗せ助成
○急性期及び慢性期の病床から回復期の病床への転換に必要な施設や設備整備への支援
　 病床のダウンサイジングを行う際の施設の改修、処分に係る経費などへの支援

推進に向けた支援策等の取組地域医療構想の推進にむけたプロセス

新

新

新

○各医療機関の｢今後の方針｣について、地域での協議を推進し、関係者間で合意
　・議題に応じて、医療関係者を中心とした会議で、詳細な議論の実施
　・地域で解決できない課題に対しては、県単位の地域医療構想調整会議連合会の開催
○主観的な区分である病床機能報告に加え、客観的な指標も導入して地域の実情の把握

ステップ１

ステップ２

ステップ３



 【事業内容】   医療機関が事前に実施する、病床転換における経営、収支シミュレーション等を外部に委託し実施する際の費用に対して補助を行う。 
 【予算額】   40,000千円（地域医療介護総合確保基金を充当）  【補助先】 県内の有床医療機関

 【補助基準額】 2,000千円                   【補助率】 ２/３ （※平成32年度まで）

 【補助要件】   病床を有する医療機関が①か②のどちらかへ転換を検討するもの。

         ①医療機能における回復期以外の一般・療養病床を、回復期の病床へ転換

                           ②介護医療院を含む介護保険施設や有料老人ホーム及びサ高住等への転換

　新たな支援策の内容について（平成31年度より開始予定）

（１） ダウンサイジング実施の際の施設の改修、処分に係る経費への支援
   【事業内容】 病床の削減及び転換する際の下記の費用に対して補助を行う   【予算額】  330,973千円 
          ①退職が必要となる看護師等に対する退職金の上乗せ費用        （地域医療介護総合確保基金を充当）  

          ②不要となる病室を他の用途に改修するための費用
          ③不要となる建物を処分することによる費用          【補助率】  １/２

  ※留意事項： 支援に際しては、地域での医療提供体制が適切に確保されるように配慮
  ①病床過剰地域のみ活用が可能（安芸圏域を対象外とする）

  ②地域医療に悪影響が無いことを補助要件に位置づけ（入院中の患者の移行先や、削減後の入院機能・外来機能等地域医療に及ぼす悪影響がないことの確認）

  ③（②の確認後に）地域医療構想調整会議での協議を行い同意を得る（地元医師会や市町村等の合意が前提）

（２）ダウンサイジング実施の際の看護師転職への支援
   【事業内容】  病床の削減及び転換をする際の看護師転職の支援に必要な下記の費用に対して補助を行う 

                            ①研修期間中に実際に送り出した人数及び日数に対する医療機関の負担軽減に係る費用 

             ②看護職員等が再就職に向けて他の医療機関等で体験研修を実施した際の受け入れ側施設に対する報償費
             ③再就職を支援するために必要なノウハウ等について外部講師を招聘する費用

   【予算額】   3,048千円（地域医療介護総合確保基金を充当）        【補助先】 医療機関            【補助率】①定額、②・③ 1/2

１．介護医療院や不足する病床機能への転換に向けた経営シミュレーション等への支援 

３．病床のダウンサイジングを行う際の施設の改修、処分に係る経費などへの支援

２．複数の医療機関等の連携の在り方や地域医療連携推進法人への設立に向けた検討の支援

 【事業内容】   地域で複数の医療機関による、地域の現状や課題、今後の医療機関間の連携の在り方やさらに地域医療連携推進法人の設立に向けた

          検討など、医療機関間で機能分化及び連携を検討を行う郡市医師会や医療機関に対し、その際の費用に対して補助を行う。 

 【予算額】   4,950千円（地域医療介護総合確保基金を充当）  【補助先】 郡市医師会、医療機関
 【補助上限額】 1,650千円                   【補助率】 １/２

※Ｈ３１当初予算案（議会の議決後確定）
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南国市 高知大学医学部附属病院　 377 377 377 193 193 193 570 570 570 
南国市 ＪＡ高知病院 120 120 120 58 58 58 178 178 178 
南国市 南国中央病院 45 45 45 54 54 54 99 99 99 54 54
南国市 南国病院 102 102 102 102 102 102 56 56 56
南国市 岡豊病院　 42 42 42 42 42 42 42 42 42
南国市 藤原病院（未報告）　 117 117 117 117 117 117 117 117 117
南国市 土佐希望の家（未報告） 140 140 140 140 140 140 
南国市 南国厚生病院 88 88 88 88 88 88 88 88 88
南国市 北村病院　 60 60 60 60 60 60 60 60 60
香南市 野市中央病院（未報告） 91 91 91 30 30 30 50 50 50 171 171 171 80 50 50 30
香南市 三谷病院　 60 60 60 60 60 60 60 16 16 44
香美市 香長中央病院 191 197 197 191 197 197 191 191 191
香美市 香北病院　 90 90 90 90 90 90 90 60 60 30
香美市 同仁病院 38 38 38 38 38 38 38 26 26 12
南国市 宮田整形外科 19 19 19 19 19 19 
南国市 川田内科 19 19 0 19 19 0 
香南市 北村産婦人科 13 13 13 13 13 13 
香南市 寺田内科（未報告） 19 19 19 19 19 19 
香南市 野市整形外科医院 19 19 19 19 19 19 
香南市 もえぎクリニック 19 19 19 19 19 19 
香南市 藤田整形外科（未報告） 19 19 19 19 19 19 
香南市 夜須診療所　 18 18 18 18 18 18 
香美市 たにむら産婦人科（未報告） 19 19 19 0 19 19 19 
香美市 前田メディカルクリニック（未報告） 19 19 19 19 19 19 
香美市 岩河整形外科 19 19 19 19 19 19 
香美市 楠目循環器科内科・眼科　 19 19 19 19 19 19 
香美市 香美市立大栃診療所　 19 19 19 19 19 19 
香美市 坂本内科 19 19 19 19 19 19 
香美市 間崎医院（未報告） 19 38 19 38 19 19 6 6

377 377 377 462 462 500 161 161 161 978 984 834 132 132 225 2,110 2,116 2,097 876 706 413 277 16 86 84 
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　　　　 病床の必要量 　（Ｂ）

　　- 415 500 677 1,592 
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平成30年度病床機能報告（速報値）における物部川サブ区域の状況

※中央区域の病床の必要量を物部川
サブ区域の推計人口で按分した参考
値。（ ）内の数値は中央区域全体
の数値。

 ・物部川サブ区域のH30病床機能報告については、大幅な動きなし。
 ・Ｈ30年度の報告より、 必要病床数の年度に合わせ、H37年度の転換の見込みを報告。

【厚生支局届出 平成30年9月時点】
       ↓

H30病床機能報告（速報値）→ 平成30年11月15日までに報告のあったもの    ※未報告の医療機関はＨ29報告数値を据え置き
 ※留意事項： 病床機能報告と必要病床数（病床の必要量）は算出方法が異なるため、単純比較ができない。

←


